
新型コロナウイルス感染症が猛威を奮い、小学校等の一斉休校の要請が行われ

たり、イベント等の自粛により経済の大幅な落ち込みが懸念されています。すで

に業績面においても影響が出ている企業もあり、売上の減少により内定者の取消

や従業員の解雇を検討する企業も出てきています。そこでここでは、企業を支援

する新型コロナウイルス感染症に関連した助成金をご紹介します。

助成金情報

今回の新型コロナウイルス感染症の影響で、

生産量や売上高が減少し、事業の縮小を迫ら

れるような事態に陥ることが想定されます。

そのような際、従業員を解雇せず、休業、教

育訓練または出向といった雇用調整を実施す

ることで、従業員の雇用を維持した場合に、

雇用調整助成金が支給されます。この助成金

はリーマンショックの際に多くの企業で活用

されましたが、今回の新型コロナウイルス感

染症に関しても、以下のように受給要件の一

部が緩和され、活用されることが予想されま

す。

なお、これらの特例は現在のところ、2020

年1月24日から2020年7月23日までに休業の初

日がある場合に適用されます。

2020年2月27日に首相が全国の小中学校等

に春休みまでの間、臨時休校を要請したこと

で、多くの小中学校等が休校の措置を実施し

ました。これに伴い、小学生の子どもを持つ

従業員を中心に会社を休まざるを得ない状況

が発生しました。

この状況に対応するため、新型コロナウイ

ルス感染症に関して臨時休業等をした小学校

等に通う子どもを持つ保護者（子どもの両親

の他、祖父母等も含む）が子どもの世話をす

るために会社を休み、企業がその休みを年次

有給休暇とは別の有給休暇として扱い、給与

全額を支給した場合には、その全額(※)が助

成される制度が創設されました。

※対象労働者1人、1日当たり8,330円が上限

いずれの助成金も、企業の申請に基づき支給されるものであり、細かな要件があります。

申請を検討し、お困りごとがあるときには遠慮なくお問い合わせください。

2. 小学校休業等対応助成金

1. 雇用調整助成金

臨時号

新型コロナウイルス感染症に
関連した助成金

【原則】雇用保険の被保険者として6ヶ月以上継

続雇用されている

↓

【特例】継続雇用された期間が6ヶ月未満の場合

でも助成対象となる

【原則】売上高または生産量などの事業活動を

示す指標について、最近3ヶ月間の月平均値が前

年同期に比べて10％以上減少していること

↓

【特例】生産指標の確認期間を3ヶ月から1ヶ月

に短縮する

【原則】最近3ヶ月間の雇用保険被保険者数の月

平均値が前年同期に比べて、一定以上増加して

いないこと

↓

【特例】最近3ヶ月の雇用量が対前年比で増加し

ていても助成対象となる

2020年3月25日現在の情報です
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